
	項目
	国拠点病院　旧要件
	国拠点病院　新要件
	府拠点病院　要件（現行）
	論点

	集

学

的

治

療

等

提

供

体

制


	・集学的治療の提供体制（放射線治療含む）

・症状和緩和や医療用麻薬の適正使用を目的とした院内マニュアルを整備すると共に、これに準じた院内クリティカルパスを整備し活用状況を把握する等、実効性のある診療体制の整備

・術中迅速病理診断が可能な体制

・院内で一貫したスクリーニング手法の活用

・自記式の服薬記録を整備活用

・病棟ラウンド及びカンファレンスを週１回以上開催
・集中治療室原則設置

・病理診断室の設置

　　　　　　　　　　　　　など　　　　　　　　　　　　
	（変更なし）

	・集学的治療の提供体制（放射線療法については連携による実施可）

・症状和緩和や医療用麻薬の適正使用を目的とした院内マニュアルを整備する等、実効性のある診療体制の整備
・術中病理診断が可能な体制が望ましい

・（該当なし）

・自記式服薬録を整備活用することが望ましい
・病棟ラウンド及びカンファレンスを月１回以上開催することが望ましい

・集中治療室設置が望ましい

・病理診断室設置が望ましい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　など　　　　　　　　　　　　
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。
ただし、放射線治療及び病理診断等については、設備や人材など府内の実施状況を勘案し、連携による実施でも可能とするなど、一定程度緩和する。

	
	（該当なし）
	＜新＞
・必要な情報を国へ届け出

・キャンサーボードの留意点の追加
・専門チームへ適切に依頼できる体制の整備

・ＡＹＡ世代のがん患者について状況や希望を確認、必要に応じてがん相談支援センターや医療機関等へ紹介

・生殖機能温存の希望確認、診療科についての情報提供、診療科と治療に関する情報を共有する体制の整備

・小児がん拠点病院や連携医療機関と情報を共有する体制の整備

・保険適応外の免疫療法を提供する場合、原則、治験を含めた臨床研究、先進医療の枠組みで実施　
など　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（該当なし）
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。


	緩
和
ケ
ア
	・定期的に病棟ラウンド及びカンファレスを週１回以上実施
　　　　　　　　　　　　　　　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（変更なし）
	・病棟ラウンド及びカンファレンスを月１回以上実施が望ましい
　　　　　　　　　　　　　　　など
	緩和ケア推進ワーキングからの提案を踏まえ、国新要件に準じた機能を求める。

	
	（該当なし）
	・患者や家族に対し、必要に応じて、アドバンス・ケア・プランニングを含めた意思決定支援を提供可能な体制整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
など
	（該当なし）
	

	地

域

連

携
	・地域連携クリティカルパスの整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
	（変更なし）
	・国拠点病院が行う地域連携クリティカルパス整備への協力
　　　　　　　　　　　　　　　など
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。


	
	（該当なし）
	＜新＞
・地域の医療機関等の医療・介護従事者と情報共有、役割分担、支援等、議論する場を年１回以上設けること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
など
	（該当なし）
	

	診

療

従

事

者
	医
師
	・手術療法に携わる常勤の医師

放射線治療に携わる
・専任、原則常勤の放射線診断医

・専従、原則常勤の放射線治療医
薬物療法に係る

・専任、常勤の薬物療法医
緩和ケアチームの

・専任、常勤の身体症状緩和医
・精神症状緩和医

病理診断に係る

・専従、常勤の病理診断医
	・手術療法に携わる常勤の医師（変更なし）
放射線治療に携わる
・専任、常勤の放射線診断医
・専従、常勤の放射線治療医
薬物療法に係る

・専従、常勤の薬物療法医
緩和ケアチームの

・専任、原則常勤の身体症状緩和医
・常勤の精神症状緩和医

病理診断に係る

・専従、常勤の病理診断医（変更なし）
	・手術療法に携わる医師（原則常勤）

放射線治療に携わる
・放射線診断・治療医（協力体制でも可）

薬物療法に係る

・常勤、原則専任の薬物療法医
緩和ケアチームの

・原則常勤の身体症状緩和医
・（精神症状緩和医の配置が望ましい）
病理診断に係る

・専従の病理診断医の配置または協力体制の確保

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	各従事者の府内における配置状況を踏まえ、一定程度要件を緩和した上で、国新要件に準じて配置の強化を図る。
各従事者の府内における配置状況を踏まえ、一定程度要件を緩和した上で、国新要件に準じて配置の強化を図る。

	
	医
師
以
外
	放射線治療に携わる

・専従、常勤の診療放射線技師

・専任、常勤の放射線治療技術者

・専任、常勤の看護師

薬物療法に係る

・専任、常勤の薬剤師

・専任、常勤の看護師

緩和ケアチームの

・専従、常勤の看護師
細胞診断に係る

・専任の従事者の配置
	放射線治療に携わる

・専従、常勤の診療放射線技師（変更なし）

・専任、常勤の放射線治療技術者（変更なし）
・専従、常勤の看護師
薬物療法に係る

・専任、常勤の薬剤師（変更なし）

・専従、常勤の看護師

緩和ケアチームの
・専従、常勤の看護師（変更なし）
細胞診断に係る

・専任の従事者の配置（変更なし）
	放射線治療に携わる

・専任の診療放射線技師（自施設で提供する場合）
・専任、常勤の放射線治療技術者（自施設で提供する場合）
・（専任、常勤の看護師の配置が望ましい）
薬物療法に係る

・専任、常勤の薬剤師
・専任、常勤の看護師
緩和ケアチームの

・専任、常勤の看護師

細胞診断に係る

・従事者の配置（自施設で提供する場合）
	

	診
療
実
績
	・院内がん登録数
年間500件以上

・悪性腫瘍手術件数

年間400件以上

・薬物療法のべ患者数 
年間1,000人以上

・放射線治療のべ患者数

年間200人以上

をそれぞれ満たす

または、

・２次医療圏に居住するがん患者のうち、２割程度の診療実績を有する
	・院内がん登録数

年間500件以上（変更なし）
・悪性腫瘍手術件数

年間400件以上（変更なし）
・薬物療法のべ患者数 
年間1,000人以上（変更なし）
・放射線治療のべ患者数
年間200人以上（変更なし）
・緩和ケアチームの新規介入患者数
　　 年間50人以上（新規）
	・院内がん登録数

年間200件以上

・悪性腫瘍手術件数

年間200件以上

・薬物療法のべ患者数 

年間400人以上
	適切な診療機能を確保するため、
・院内がん登録件数

・悪性腫瘍手術件数

・薬物療法のべ患者数
について、一定の診療実績を求める。

また、新しい項目の
・緩和ケアチームの新規介入患者数については、緩和ケア推進ワーキングにて検討。

	相

談

支

援

Ｃ
	（該当なし）
	＜新＞

・地域の医療機関に対する広報および相談依頼受け入れ可能な体制の整備

・相談支援センターと院内の医療従事者の協働
・相談支援センター支援員は都道府県拠点病院が実施する研修を受講

・がんゲノムや希少がん、AYA世代、生殖機能等の相談については適切な医療機関へ紹介　　　　　など　　　　　　　　　　　　　　
	（該当なし）
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。


	が

ん

登

録


	・国がん研修修了の専従の院内がん登録実務者の配置
・（該当なし）
	・専従、中級認定の院内がん登録実務者の配置

＜新＞
・責任部署の明確化

・がん登録の課題の評価・活用に係る規定の策定等を行う機関の設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
	・専任の院内がん登録実務者の配置
（国がん研修修了が望ましい）
・（該当なし）
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。

	医
療
安
全
	（該当なし）
	＜新＞
・組織上明確な医療安全管理部門の設置
・常勤の医師（部門長）、常勤かつ専任の看護師、常勤かつ専従の看護師の配置及び医療安全対策研修の受講
・未承認新規医薬品や適応外使用を行う場合の要件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
など
	（該当なし）
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。

	そ
の
他
	（該当なし）
	＜新＞
・緩和ケア研修の受講率報告
・連携医療機関への緩和ケア研修受講促進

・がん教育は外部講師派遣など普及啓発に努めるのが望ましい
・治験を除く臨床研究を行うに当たって、臨床研究法に則った体制の整備

・組織的な改善策を講じる際はQIの利用や第三者による評価、拠点病院間の実地調査等の工夫をすること

　　　　　　　　　　　　　　など
	（該当なし）
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。
基本的に国新要件に準じた機能を求める。



※旧要件で「化学療法」と記載していたが国に合わせ、すべて「薬物療法」に変更する。
資料３





府拠点病院指定要件に関して検討を要する主な項目
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